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制 定

（趣旨）

第１条 この規程は、琉球大学学則（１９７２年３月２７日制定。以下「学則」という。）に定めるものの

ほか、琉球大学法文学部（以下「本学部」という。）の授業科目、単位、履修方法その他必要な事項

を定める。

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

第１条の２ 授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。

（学科及び昼夜開講制）

第２条 本学部に、総合社会システム学科、人間科学科及び国際言語文化学科を置く。

２ 各学科に、主として昼間において授業を行うコース（以下「昼間主コース」という。）

と総合社会システム学科及び国際言語文化学科に主として夜間において授業を行うコー

ス（以下「夜間主コース」という。）を置く。

（教育研究上の目的）

第２条の２ 各学科の人材育成に関する目的その他の教育研究上の目的は次のとおりとする。

学科 教育研究上の目的

総合社会システム 社会科学の幅広い知識を持ち、現代社会の諸問題を総合的かつ多角的に分析でき

学科 る人材や、問題の発見及びその解決の能力を有し、情報処理能力及び実践的言語

能力を備えた国際性豊かな人材の育成。それを支える法律、経済、政治・国際関

係の各分野の基礎的及び応用的研究。

人間科学科 人間の本質や行動を理解するという共通の目標に向かって、認知・行動科学の立

場から、さらに文化や歴史や地域を学ぶ立場からさまざまなアプロ－チを加える

ことによって、人間と社会と文化との関係を複眼的にとらえることができる人材

の育成。それを支える人間行動、社会学、地理歴史人類学の各分野の基礎的及び

応用的研究。

国際言語文化学科 琉球・アジアおよび英米をはじめとする英語圏・ヨ－ロッパなどの言語・文学・

文化・社会・歴史を深く理解し、異文化理解に不可欠な幅広い知識とコミュニケ

ーション能力を身につけ、かつ各研究分野の専門知識を備えた、社会で幅広く活

躍できる人材の育成を図る。

（講座）

第３条 本学部の学科に、次の講座を置く。

学 科 講 座

総合社会システム 法学、数量経済分析、比較経済分析、政策科学、国際関係論

人間科学 人間行動、社会学、地域科学

国際言語文化 琉球アジア文化、英語文化、ヨーロッパ文化



（専攻課程）

第４条 各学科に、教育上の組織として、次の専攻課程を置く。

学 科
専攻課程

昼間主コース 夜間主コース

総合社会システム 法学、経済学、政治・国際関係 経済学

人間科学 人間行動、社会学、

地理歴史人類学

国際言語文化 琉球アジア文化、英語文化、 英語文化

ヨー ロッパ文化、

２ 各専攻課程には、次の講座の教員が配置されるものとする。

専 攻 課 程 講 座

法学 法学

経済学 数量経済分析、比較経済分析

政治・国際関係 政策科学、国際関係論

人間行動 人間行動

社会学 社会学

地理歴史人類学 地域科学

琉球アジア文化 琉球アジア文化

英語文化 英語文化

ヨーロッパ文化 ヨーロッパ文化

３ 学生は、入学後所属する学科のいずれかの専攻課程に属するものとする。

（履修コース）

第５条 各学科に、履修 上 の 区 分 と し て 、 次 の 履 修 コ ー ス を 置 く 。

学 科
昼間主コース 夜間主コース

履修コース 履修コース

総合社会システ 専修 法律 専修 経済学

ム 経済学

政治・国際関係

人間科学 専修 哲学、倫理学､教育社会学､社会心理学､臨

床心理学､社会学､社会福祉学､地域福祉学、

マスコミ学、地理学、歴史学、人類学

総合 人間行動論､生活福祉論

国際言語文化 専修 琉球史、琉球民俗学、中琉関係史、 英語文化

琉球文学、日本文学、中国文学、琉球語学、

日本語学、中国語学、朝鮮文学、総合

英語文化､日本・国際事情

ドイツ言語文化､フランス言語文化、



スペイン言語文化

総合 総合

２ 各専攻課程に所属する学生が履修できるコースは、次のとおりとする。

(1) 昼間主コース

専攻課程 履修コース

法 学 法律

経済学 経済学

政治・国際関係 政治・国際関係

人間行動 哲学、倫理学、教育社会学、社会心理学、臨床心理学、

人間行動論

社会学 社会学、社会福祉学、マスコミ学、生活福祉論

地理歴史人類学 地理学、歴史学、人類学

琉球アジア文化 琉球史、琉球民俗、中流関係史、琉球文学、日本文学、中国文学、

琉球語学、日本文学、中国語学、朝鮮文学、総合

英語文化 英語文化、日本・国際事情

ヨーロッパ文化 ドイツ言語文化、フランス言語文化、スペイン言語文化

(2) 夜間主コース

専攻課程 履修コース

経済学 経済学

英語文化 英語文化

（昼夜間主コースの変更）

第６条 昼夜間主コースの変更については、琉球大学転学部、転学科、転課程に関する規程（１

９７２年３月２７日制定）を準用する。

（専攻課程の決定及び変更）

第７条 学生の専攻課程の決定及び変更については、別に定める。

（授業科目の区分、履修方法等）

第８条 専門教育の授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分ける。

２ 各学科の授業科目の種類及び履修方法は、別表のとおりとする。

（授業科目の公示）

第９条 各学期に開講する授業科目、授業時間、単位数及び担当教員は、学期の始めに公示する。

ただし、臨時に開講する授業科目については、この限りでない。

（単位の計算 方 法 ）

第１０条 専門教育の授業科目の単位の計算方法は、次のとおりとする。

(1) 講義及び演習については、１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、演習については、

教育上必要があると認める場合には、３０時間の授業をもって１単位とする。

(2) 実験及び実習については、４５時間の授業をもって１単位とする。ただし、教育上必要が

あると認める場合には、３０時間の授業をもって１単位とする。

(3) 一つの授業科目について、講義、演習、実験又は実習のうち二以上の方法の併用により行う



場合において、講義及び演習については係数３（ただし、演習については、教育上必要とある

と認める場合には係数１．５）、実験及び実習については係数１（ただし、教育上必要とあ

ると認める場合には係数１．５）に対し、それぞれの授業時間を乗じて得た数値の和が４５時

間の授業を持って１単位とする。

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学修の成

果を評価して単位を授 与 す る こ と が 適 当 と 認 め る 場 合 に は 、 こ れ ら に 必 要 な 学 修 を 考

慮 し て 、 単 位 数 を 定 め る も の と す る 。

３ 前２項に基づく各授業科目の単位数及び週時間については、別表のとおりとする。

（卒業の要件）

第１１条 卒業するには、本学に４年以上在学し、別表に定める単位を取得しなければならない。

２ 学則第２９条の２の規定に基づく第３年次特別編入学者の卒業の要件 は 、 前 項 の 就 業 年

限 に か か わ ら ず 、 本 学 に ２ 年 以 上 在 学 し 、 別 表 に 掲 げ る 単 位 数 （ 第 ３ 年 次 特 別 編 入

学 以 前 に 在 学 し て い た 大 学 、 短 期 大 学 及 び 高 等 門 学 校 等 で 修 得 し た 単 位 の う ち 、 本

学 の 卒 業 要 件 に 係 る 単 位 数 の う ち の 一 部 と し て 換 算 す る 単 位 （ 以 下 「 換 算 単 位 」 と

い う 。） を 含 む 。） を 修 得 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お け る 換 算 単 位 に つ い て

は 、 教 授 会 に お い て 判 定 す る 。

（卒業の判定）

第１２条 卒業資格の判定は、教授会が行う。

（教員免許）

第１３条 本学部学生で、教育職員免許法（昭和２４年５月３１日法律第 １ ４ ７ 号 ） に 基 づ

く 教 員 の 免 許 状 を 取 得 し よ う と す る 者 は 、 教 科 に 関 す る 科 目 及 び 教 職 に 関 す る 科 目

に つ い て 、 所 要 の 単 位 を 修 得 し な け れ ば な ら な い 。

（転学）

第１４条 本学部の学生で、他大学へ転学を希望する者があるときは、指導教員及び学部長を経

て学長の許可を得なければならない。

（編入学）

第１５条 編入学については、琉球大学編入学規程（１９７２年３月２７日制定）の定めるとこ

ろによる。

（転入学）

第１６条 転入学については、琉球大学転入学規程（１９７２年３月２７日制定）の定めるとこ

ろによる。

（再入学）

第１７条 再入学については、琉球大学再入学規程（１９７２年３月２７日制定）の定めるとこ

ろによる。

（転学部、転学科等）

第１８条 転学部及び転学科については、琉球大学転学部、転学科、転課程に関する規程（１９



７２年３月２７日制定）の定めるところによる。

（研究生）

第１９条 研究生については、琉球大学研究生規程（昭和５６年１１月２８日制定）の定めると

ころによる。

（科目等履修生）

第２０条 科目等履修生については、琉球大学科目等履修生規程（平成５年１０月１２日制定）

の定める と こ ろ に よ る 。

（外国人学生）

第２１条 外国人学生については、琉球大学外国人学生規程（昭和５３年１２月２日制定）の定

めるところによる。

（留学等及び特別聴講学生）

第２２条 留学等及び特別聴講学生については、琉球大学留学等及び特別聴講学生に関する規程

（昭和４８年３月２３日制定）の定めるところによる。

（指導教員）

第２３条 学生の勉学その他の相談に応ずるため、各学科の年次ごとに指導教員を置く。

附 則

１ この規程は、昭和４７年４月１日から施行する。

２ この規程施行の際、 現 に 在 学 す る 者 に 係 る 教 育 課 程 に 関 し て は 、 第 ６ 条 の 規 定 に か

か わ ら ず 、 こ の 規 程 施 行 の 際 、 現 に 効 力 を 有 し て い た 本 学 の 諸 規 程 を 適 用 す る も の

と す る 。

一部の附則（略）

附 則 （ 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 ）

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。

（法文学部総合社会システム学科経営学専攻の経過措置）

２ 法文学部総合社会システム学科経営学専攻は、改正後の第４条の規程にかかわらず、 平

成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 に 法 文 学 部 総合社会システム学科経営学専攻に在学する者 が当該専

攻に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。

（法文学部産業経営学科の経過措置）

３ 法文学部産業経営学科は、改正後の第２条の規程にかかわらず、平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日

に 法 文 学 部 産業経営学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するも

のとする。

附 則 （ 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 ）

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則 （ 平 成 ２ ２ 年 ２ 月 ５ 日 ）

この規程は、平成２２年２月５日から施行する。

附 則（平成２３年１１月３０日）

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。


